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第２章 Society 5.0 の実現に向けた科学技術・イノベーション政策 
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化 
 

このため、まず、博士後期課程学生の環境の改善を図り、若手研究者がアカデミアのみならず産業界等の幅
広い領域で活躍できるキャリアパスの展望を描けるようにすることで、優秀な若者が博士後期課程を志す環
境を実現する。さらに、多様で卓越した知を生み出す基礎研究・学術研究の振興とともに、研究者が腰を据え
て研究に専念しながら、多様な主体との知の交流を通じ、独創的な成果を創出する創発的な研究の推進を強化
していく。こうしたことにより、我が国の研究力強化と研究環境の向上が達成され、研究者の魅力も更に増す
という好循環を創出していく。 

また、社会全体のデジタル化の中で、我が国が世界に伍しながら、高付加価値でインパクトの高い研究を創
出していくため、オープンサイエンスを含め、データ駆動型の研究の実施など、新しい研究の潮流を踏まえた
研究システムを構築していく。 

さらに、こうした環境を実現していくためには、我が国の基礎研究や学術研究の中核を担う大学の変革が必
要である。大学の機能拡張と戦略的経営を強化し、個々の強みを伸ばしていく中で、世界と伍する研究大学の
成長を促進する。特に 10 兆円規模の大学ファンドの活用により、その取組を大きく加速していく。 
 
（１）多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築 
(a) 現状認識 

優秀な学生が、経済的な側面やキャリアパスへの不安、期待にそわない教育研究環境等の理由から、博士後
期課程への進学を断念する状況は、現在、大学や研究現場に蔓延している漠然とした停滞感の象徴であり、中
長期的に我が国の競争力を削いでいる。 
 
【現状データ】（参考指標） 
・ 人口当たりの博士号取得者数：人口 100 万人当たり 119 人（2017 年）1 

 
 
(b) あるべき姿とその実現に向けた方向性 

産業界は、課題を自ら設定しその解決を達成する、高度な問題解決能力を身に付けた博士人材が、その能力
が発揮できる環境があれば、産業界等においても、イノベーション創出に向け、やりがいを持って活躍できる
ということを認識することが必要である。同時に、アカデミアは大学院教育改革を推進し、社会に対して、
Society 5.0 を支えるにふさわしい博士人材を輩出していくことに責任を持ち、社会から信頼を持って迎えら
れるようにする必要がある。その際、博士後期課程学生を安価な研究労働力とみなすような慣習が刷新され、
「研究者」としても適切に扱うとともに、次代の社会を牽引する人材として育成する。あわせて、博士後期課
程修了後の社会的活躍が担当教員の社会的な評価となる環境を実現することが求められる。こうした環境の
下で、優秀な学生・若者が、博士後期課程の道を選択し、アカデミアと産業界双方の人材の厚みと卓越性の向
上を図る。 

 
 

                                                      
1 文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2020」（調査資料-295、2020 年 8 月） 

「科学技術・イノベーション基本計画に

ついて（答申素案）」より抜粋・加工 
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(c) 具体的な取組 
＜若手研究者の挑戦を支援するキャリアパスの構築と創発的な研究の強化＞ 
① 博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大 

〇博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大に関しては、様々な支援を必要とする学生の分析・フ
ォローアップを継続的に進めるとともに、産業界の協力も得ながら、様々な政策資源を総動員して一体的
に取り組む。特別研究員（DC）制度の充実、日本学生支援機構奨学金（業績優秀者返還免除）や各大学
の大学院生に対する授業料減免による継続的な支援、大学ファンドの運用益の活用やそれに先駆けた博
士後期課程学生への支援を強化する取組などを進める。あわせて、競争的研究費や共同研究費からの博士
後期課程学生に対するリサーチアシスタント（ＲＡ）としての適切な水準での給与支給を推進すべく、各
事業及び大学等において、ＲＡ等の雇用・謝金に係るＲＡ経費の支出のルールを策定し、2021 年度から
順次実施する。 

 【科技、文、関係府省】 
〇大学が戦略的に確保する優秀な博士後期課程学生に対し、在学中の生活から修了後のポストの獲得まで

両方を一体的に支援する、大学フェローシップ創設事業を 2021 年度に開始し、所属機関を通じた経済
的支援を促進する。 【文】 

〇博士の学位審査の透明性・公平性を確保するとともに、博士後期課程学生の修了後のポストや社会的活
躍の結果等が大学や担当教員評価としても活用されるような方策を「大学支援フォーラムＰＥＡＫＳ2」
等の場で検討し、指導教員は博士後期課程学生を次世代の研究者等として育成していくことが責務であ
り、それが自身の評価に還元されるという抜本的な意識改革を促す。 【科技、文】 

〇産業界と大学が連携して大学院教育を行い、博士後期課程において研究力に裏打ちされた実践力を養成
する長期有給インターンシップを 2021 年度より実施するとともに、産学連携活動への参画を促進し、
博士後期課程在学中に産業界での多様な活用の可能性について模索する機会を増加させる。あわせて、
企業と大学による優秀な若手研究者の発掘（マッチング）の仕組みを創設し、博士号取得者の企業での
採用等を促進することで、産業界等での博士の活躍のキャリアパスを拡大していく。 【文、経】 

〇博士号取得者の国家公務員や産業界等における国内外の採用、職務、処遇等の状況について、実態やニ
ーズの調査と好事例の収集・横展開を行い、今後の国家公務員における博士号取得者の専門的知識や研
究経験を踏まえた待遇改善について検討を進める。 【内閣人事局、人、科技、文、経、全省庁】 

 
② 大学等において若手研究者が活躍できる環境の整備 

〇外部資金を活用した若手研究者へのポスト提供、テニュアトラック制の活用促進・基準の明確化、シニ
ア研究者に対する年俸制やクロスアポイントメント制度の活用促進、外部資金による任期付き雇用への
転換促進など、組織全体で若手研究者のポストの確保と、若手の育成・活躍促進を後押しし、持続可能
な研究体制を構築する取組が促進されるよう、2021 年度に、これらの取組の優良事例等を盛り込んだ人
事給与マネジメント改革ガイドラインの追補版を作成する。また、各大学が自らの戦略に基づき、重点
的に強化すべきと考える学問分野の博士後期課程へ、より多くの学生が進学できるような改革が積極的
に実施されるよう定員の再配分（定員の振替、教育研究組織の改組）等に取り組むことを促進する。
 【文】 

                                                      
2 大学における経営課題や解決策等について議論し、イノベーション創出につながる好事例の水平展開、規制緩和等の検討、大学経営層の育

成を進めることを目的として令和元年度に創設された、大学関係者、産業界及び政府によるフォーラム。 
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〇博士後期課程修了者の雇用状況、処遇等の追跡調査を基本計画期間中も定期的に行うとともに、各大学
においても、博士後期課程修了者の就職・活躍状況を修了後も継続して把握し、就職状況の詳細をイン
ターネット等で公表する。 【科技、文】 

 
＜価値発見的な視座の提供と複雑化する現代の諸課題への対応に向けた総合知の創出＞ 

〇人文・社会科学分野の学術研究を支える大学の枠を超えた共同利用・共同研究体制の強化・充実を図る
とともに、科研費等による内在的動機に基づく人文・社会科学研究の推進により、多層的・多角的な知の
蓄積を図る。 【文】 

〇未来社会が直面するであろう諸問題に関し、人文・社会科学系研究者が中心となって研究課題に取り組む
研究支援の仕組みを 2021 年度中に創設し推進する。その際、若手研究者の活躍が促進されるような措置
を併せて検討する。 【文】 

〇人文・社会科学の研究データの共有・利活用を促進するデータプラットフォームについて、2022 年度ま
でに我が国における人文・社会科学分野の研究データを一元的に検索できるシステム等の基盤を整備する
とともに、それらの進捗等を踏まえた 2023 年度以降の方向性を定め、その方針に基づき人文・社会科学
のデータプラットフォームの更なる強化に取り組む。また、研究データの管理・利活用機能など、図書館
のデジタル転換等を通じた支援機能の強化を行うために、2022 年度までに、その方向性を定める。 

 【文】 
〇「総合知」の創出・活用を促進するため、公募型の戦略研究の事業においては、2021 年度から、人文・

社会科学を含めた「総合知」の活用を主眼とした目標設定を積極的に検討し、研究を推進する。また、
「総合知」の創出の積極的な推進に向けて、世界最先端の国際的研究拠点において、高次の分野融合に
よる「総合知」の創出も構想の対象に含むこととする。 

〇上述の「総合知」に関する方策も踏まえ、社会のニーズに沿ったキャリアパスの開拓を進めつつ、大学
院教育改革を通じた人文・社会科学系の人材育成の促進策を検討し、2022 年度までに、その方向性を定
める。 【科技、文】 

 


